
                     （資料２－１） 

２．（１） 令和元年度 改善意見への対応状況 

 

 

令和元年度改善意見（令和元年７月１８日） 実施状況 

 

（１）補助金審査業務の平準化への継続的な取組み 

 平成３０年度の補助金審査は、前倒し審査が可能な補

助事業を選定して現地審査の時期を早めたことにより、

これまでに比べ補助金審査業務の平準化が図られた。こ

のことを当該年度だけのものとせず、前倒し審査の実施

等による補助金審査業務の平準化に継続的に取り組む

こと。 

 

 

 

  

（２）鉄道助成関係職員の実践的な人材育成 

 補助金審査業務の適正かつ効率的な実施のためには、

鉄道助成関係職員の実践的な能力の一層の向上が重要

である。このため、鉄道助成関係職員の研修を含めた人

材育成に関し、実践的なスキルアップの観点から、見直

しの必要性について検討を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 補助金審査業務の平準化への継続的な取組みを図るため、補助金担当者連絡

会において前倒し審査実施についての検討を行い、「前倒し審査実施方針」を

策定するとともに、前倒し審査を実施する標準事例を担当者間で共有した。 

当該方針を基に、補助事業者との調整が整った案件については、現地審査集

中期間より前の時期に現場調査を実施することなどによって現地審査に係る

業務量の平準化を図った。 

 

 

 

 

 

〇 より実践的なスキルアップを図るため、補助金審査において、経験豊富な職

員に審査経験の浅い職員が同行し、指導を受けながら業務経験を積む仕組みが

可能か、ＯＪＴを試行的に実施した。 

研修等受講者の意見を踏まえ、従来の研修及び試行的に実施したＯＪＴが実

践的なスキルアップに繋がっているかどうかについて効果を検証し、今年度か

ら「ＯＪＴ実施基準」を策定したうえで人材育成の一環としてＯＪＴを実施す

る等、研修を含めた人材育成の見直しを図った。 

今後も実施した研修等の効果を把握し、必要により見直しを行う。 

 

 

 

 



 

 

（３）消費税率引上げに対する適正な対応の確保 

 令和元年１０月に予定されている消費税率の８％か

ら１０％への引上げに関し、助成対象事業における対応

状況を補助金審査で確認し、適正な対応が図られている

ことを確実にすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 消費税率引上げに対する適正な対応を確実なものとするため、補助金担当者

連絡会において適用税率の確認を徹底するとともに、令和元年度の重点審査項

目の１つに位置付けた。 

また、全国６か所で開催した補助金実務説明会において、補助事業者に対し、

消費税率引上げに対して適正に対応するよう注意喚起を行った。 

これらの取組みにより、令和元年度に実施した補助金審査において、消費税

に係る不適切な事例は確認されなかった。 

なお、令和元年７月９日に、初めて補助金審査業務に携わる職員を中心に実

施した企業会計制度についての研修において、契約時期等に応じた適用税率も

含め消費税についての知識を習得させたところであるが、令和２年度も同様に

研修を実施した。 

 

 



 

（２） 第４期中期目標、第４期中期計画及び令和２年度計画について 

第４期中期目標（抜粋） 第４期中期計画（抜粋） 令和２年度計画（抜粋） 
国土交通大臣は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０

３号）第２９条第１項の規定に基づき、独立行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）が達成すべき業務

運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定める。 

 

１．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

我が国が直面する人口急減、少子化、超高齢化という大

きな課題に対し、国内の地域間、国内と海外との間における

ヒト、モノ等の「対流」の促進により次世代へと豊かな暮らし

をつないでいくことは極めて重要である。 

機構は、特殊法人等改革の一環として、前身の日本鉄道

建設公団と運輸施設整備事業団の統合により、平成１５年

１０月に新たに独立行政法人として発足した機関であり、鉄

道の建設等に関する業務及び鉄道事業者、海上運送事業

者等による運輸施設の整 備を促進するための助成 その他

の支援に関する業務を行っている。 

これらの業務の実施においては、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針｣（平成２５年１２月２４日閣議決定）

等を踏まえ、中期目標管理法人として国民に対する説明責

任を果たしつつ、法人の政策実施機能の最大化を図るとと

もに、「交 通 政 策 基 本 計 画 」（平 成 ２７年 ２月 １３日 閣 議 決

定）、「総合物流施策大綱」（平成２９年７月２８日閣議決定）

等における公共交通に関する政府方針及び「未来投資戦略

２０１８」（平成３０年６月１５日閣議決定）等におけるインフラ

システム輸出の拡大に関する政府方針を実現すべく、適切

に遂行しているところである。 

機構の担う役割は、上記の政府方針の実現に向けて、機

構の有する高度な技術力 や専門性を活かし、独立 行政法

人通則法第２条の趣旨も踏まえ、民間企業等との適切な役

割 分 担 に留 意 しながら、輸 送 に対 する国 民 の需 要 の高 度

化、多様化に的確に対応した大量輸送機関を基幹とする輸

送体系の確立等を図り、国民経済の健全な発展と国民生

活の向上に寄与することである。 

 

 

 

 

 

１．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

我が国は、人口急減、少子化、超高齢化という大きな課題

に直面しており、このような社会的な制約を解決するため、

運輸分野において公共交通の果たす役割は大きい。 

そのため、国においては「交通政策基本計画」（平成２７年

２月１３日閣議決定）等を定め、我が国社会の持続的発展の

ため、様々な政策を実現しようとしている。 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）

は、このような政策を実現するため、確かな技術力、豊富な

経験、高度な専門知識を最大限に発揮し、持続可能で活力

ある国土・地域づくりの実現に貢献するという役割を果たす

必要がある。 

 その際留意すべきは、これら政策のすべてを機構が実施

するのではなく、民間企業等のみで実施できることはそれら

に任せ、民間企業等のみでは実現できない役割を果たすこ

とが重要である。 

特に、整備新幹線整備や都市鉄道利便向上施策、我が

国鉄道技術の海外展開に向けた取組みなどは、機構が有す

る高速鉄道その他の鉄道建設に関する技術や知見を十分

に活用するものである。また、船舶共有建造事業などは、民

間に任せるだけでは課題の解決が進まない状況であること

から、国内海運政策を実現するために必要不可欠な業務に

ついて、民業補完する形で実施するものである。 

 これらの役割を果たし、国土交通大臣が定めた機構の中

期目標（平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５

年間の目標。以下「中期目標」という。）を達成するため、独

立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３０条第１

項の規定に基づきとるべき措置等を以下のとおり定める。 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」とい

う。）は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第３１条の規定に基づき、令和２年度における業務運営に

関する計画を以下のとおり定める。 

（資料２－２） 



 

第４期中期目標（抜粋） 第４期中期計画（抜粋） 令和２年度計画（抜粋） 
 

 

 

２．中期目標の期間 

 

平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間とす

る。 

 

２．中期計画の期間 

 

 平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間と

する。 

 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に

関する事項 

 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成２７年５月２

５日改定）における「一定の事業等のまとまり」は、本章中の(1)鉄

道建設等業務、(2)鉄道助成業務等、(3)船舶共有建造等業務、

(4)地域公共交通出資業務等、(5)特例業務（国鉄清算業務）とす

る。各業務については、関係機関と十分な連携を図りながら、以

下の通り各業務を遂行する。 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向

上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１） 鉄道建設等業務・・・省略 

 

 

 

（１）鉄道建設等業務・・・省略 

（２）我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組み・・・省略 

（３）鉄道施設の貸付・譲渡の業務等・・・省略 

 

（１）鉄道建設等業務・・・省略 

（２）我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組み・・・省略 

（３）鉄道施設の貸付・譲渡の業務等・・・省略 

 

   

（２） 鉄道助成業務等 （４）鉄道助成業務等 （４）鉄道助成業務等 

① 鉄道助成 

 

機構では、交通インフラ・ネットワークの機能拡充・強化に資する

ため、整備新幹線、都市鉄道等、鉄道技術開発及び鉄道の安

全・防災対策に対する補助等による支援及び新幹線譲渡代金、

無利子貸付資金の回収を適正かつ効率的に実施する。 

① 鉄道助成 

 

 機構は、交通インフラ・ネットワークの機能拡充・強化に

資するため、整備新幹線、都市鉄道等、鉄道技術開発

及び鉄道の安全・防災対策に対する補助等による支援

及び新幹線譲渡代金、無利子貸付資金の回収を適正か

つ効率的に実施していく。 

 

 

 

 

 

① 鉄道助成 

 

  機構は、交通インフラ・ネットワークの機能充実・強化に

資するため、整備新幹線、都市鉄道等、鉄道技術開発及

び鉄道の安全・防災対策に対する補助等による支援及び

新幹線譲渡代金、無利子貸付資金の回収を適正かつ効

率的に実施していく。 



 

第４期中期目標（抜粋） 第４期中期計画（抜粋） 令和２年度計画（抜粋） 
(a) 確実な処理・適正かつ効率的な執行 

 

鉄道関係業務の資金の移動（勘定間繰入・繰戻）及び補助

金交付について、第三者委員会の助言の必要部分を審査業

務の改善に反映させること、審査ノウハウの承継やスキルア

ップのための機構職員向け研修の実施等により、法令その

他による基準に基づき確実に処理するとともに、標準処理期

間内に適正かつ効率的に執行する。 

 

＜指標＞ 

・補助金審査に係る機構職員向け研修の受講率(前中期目

標期間実績：平成２５年度から平成２９年度までの平均

受講率・８１％） 

 

 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務等について、

法令その他による基準に基づき確実に処理するととも

に、標準処理期間内（補助金等支払請求から支払まで３

０日以内、国の補助金の受入から給付まで７業務日以

内）に執行できるよう適正かつ効率的に処理する。また、

「鉄道助成業務の審査等に関する第三者委員会」からの

改善意見の必要部分を審査業務の改善に反映させるこ

と、及び審査ノウハウの承継、スキルアップのための職

員研修を実施すること等により、業務遂行に係る効率性

の向上等、鉄道助成業務の更なる充実強化を図る。 

 

 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務等について、

法令その他による基準に基づき確実に処理するととも

に、標準処理期間内（補助金等支払請求から支払まで

３０日以内、国の補助金の受入から給付まで７業務日

以内）に執行できるよう適正かつ効率的に処理する。ま

た、「鉄道助成業務の審査等に関する第三者委員会」

に助成業務の実施状況等を報告し、得られた改善意見

の必要部分を審査業務の改善に反映させること、及び

審査ノウハウの承継、スキルアップのための職員研修

等を必要に応じて一部見直し実施すること等により、業

務遂行に係る効率性の向上等、鉄道助成業務の更な

る充実強化を図る。 

(b) 助成制度に関する情報提供等の推進 

 

鉄道事業者等による各種助成制度の効果的な活用を支援

するため、鉄道助成制度に関するガイドブックの配布等によ

る情報提供や周知活動を積極的に推進する。 

 

＜指標＞ 

・鉄道 助 成 制度 に関するガイドブックの地 方公 共 団

体・鉄道事業者等への配布部数（前中期目標期間

実績：平成２７年度から平成２９年度の平均配布部

数・８０９部） 

 

 

また、鉄道事業者等による各種助成制度の効果的な

活用を支援するため、鉄道助成ガイドブックの配布等に

よる情報提供や周知活動を積極的に推進する。 

    

 

また、鉄道事業者等による各種助成制度の効果的

な活用を支援するため、最新の助成事例を盛り込ん

だ鉄道助成ガイドブック及びパンフレットの作成配布、

ホームページでの公表を行うとともに、助成対象事業

の適正な執行のために、執行に係る基本的な考え方

を助成対象事業者に対して周知する。 

(c) 債権の確実な回収等 

 

既設四新幹線の譲渡代金、無利子貸付資金について、約

定等に沿った確実な回収を図るとともに、これらに係る債務

を確実に償還する。 

 

＜指標＞ 

・譲渡代金及び無利子貸付資金について、約定等に沿っ

た回収を行った件数（前中期目標期間実績：平成２５年

度から平成２９年度（見込み）までの回収件数・譲渡代

金：年間６件、無利子貸付資金：年間６件） 

 

 

さらに、既設四新幹線の譲渡代金、無利子貸付資金

について約定等に沿った確実な回収を図るとともに、こ

れらに係る債務を確実に償還する。 

 

 

 

 

さらに、既設四新幹線の譲渡代金（令和２年度回収

見込額７２４億円）、無利子貸付資金（令和２年度回収

見込額２３８億円）について約定等に沿った確実な回

収を図るとともに、これらに係る債務を確実に償還す

る。 

 



                                 （資料２－３） 
 

（３）審査等業務の令和２年度の主な取組みについて（案） 
 
１．審査業務の適正・効率的な執行                                            

（１）補助事業者の法令遵守体制の確保 

  ①補助事業者の不正受給・不正使用を防止するため、以下の事項を周知する。 
・関係法令の遵守 
・交付決定の取消し等の制度 
・不正受給・不正使用があった場合における機構ウェブサイトでの公表等 

②現地審査の際、補助事業者の法令遵守の状況及び補助事業への責任者の関与

など、法令遵守体制を確認する。 
 

（２）適正かつ効率的な現地審査の実施 
     現地審査の実施にあたっては、以下の事項を踏まえ補助金審査計画を作成する。 

① 「重点審査項目選定の基準」を基に、補助金担当者による意見交換等の検討

を行った上で重点審査項目を策定する。 
② 抽出審査については、第三者委員会での議論を踏まえ、１事業者当たり２０

件程度以上の抽出件数とし、また金額についても補助対象事業費の１/４程度

を上回るよう抽出する。 
③ 可能な範囲で前倒し審査を実施するとともに、必要に応じ鉄道助成部内の職

員を臨機応変に融通し、現地審査集中期間の負担軽減を図る。 

 

２．適正・円滑な補助事業実施のための補助事業者への周知 

①補助事業者に対して、助成制度の社会的意義を周知するとともに、補助事業

の実施に係る基本的な考え方や留意事項について周知するため、事務連絡を

発出する。 

②事例を追加した「都市・幹線鉄道関係補助金執行事務手続事例集」を補助事業

者に配布し、補助金交付に係る注意喚起を行う。 

③ 平成３０年度より開始した補助金実務説明会について、参加者の意見・要望

を踏まえ、説明する内容や開催方法等を一部見直して実施する。 

④ 鉄道助成制度に対する理解促進を図るため、鉄道助成ガイドブックの内容を

更新し、配布先を精査したうえで配布するとともに、機構ウェブサイトにお

いて情報提供を行う。 

 

 



３．鉄道助成部内職員の能力向上 

審査ノウハウの承継等のため、補助金審査における基本的事項から専門性の高

い知識まで、職員のレベルに応じた研修（全１０回）を実施する。 

また、昨年度の試行を踏まえて策定した「ＯＪＴ実施基準」に基づきＯＪＴを

実施する。 

 

４．新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた対応 
  令和２年度の補助金審査業務は、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策と

して書面審査主体の審査方法をとる必要が生じる場合があるなど、感染防止対策

を講じつつ業務を行うこととなるため、必要な審査時間及び審査員を確保したう

えで、補助対象事業者と綿密な調整を図り計画的に審査を実施すること等により、

適確に審査を実施する。 

  また、令和２年度の取組み全般にわたり、今後の新型コロナウイルス感染症対

策の動向等を踏まえたうえで、必要な場合には適宜計画の見直しを行うこととす

る。 

 

 

 


